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1 ．緒言 

第 17 期体力科学研究連絡委員会（高石昌弘委員長）はその対外報告「21 世紀における体

力科学の将来展望」の中で、「関連学会が共同で体力・身体活動に関する測定・評価法の標

準化、健康増進・疾病予防に関する様々な勧告や指針の作成、行政などによる国民や地域

住民の健康づくり施策のエビデンスを提供すること（研究成果の社会への還元）」が望まれ

ると述べている１）。第 18 期体力科学研究連絡委員会は、それを受けて、特に、日本人の身

体活動・運動の現状、および日本人のデータに基づく健康・体力の指標の現状と問題点に

ついて検討した。本報告は、その結果について報告し、提案を行なうものである。 

 

2 ．健康維持・増進における運動の意義  

身体活動・運動が健康の維持・増進、体力の向上に及ぼす影響や効果については、欧米

を中心とした疫学研究や生理学的研究などにより早くから明らかにされ、我が国において

も疫学的研究を中心として研究成果が蓄積されつつある。 

その結果最近では、スポーツ等の特別な運動ばかりでなく日常的な身体活動によってエ

ネルギー消費を増すことが疾病の予防や健康の維持・増進に効果があることが明らかにさ

れており、日常生活の中で身体活動を高めることが重要であるという認識が高まっている。 

身体活動量と疾病との関係は多くの疾患について調べられている。例えば、身体活動量

と冠動脈疾患の発症・死亡件数との間には負の相関関係が認められており、身体活動量が

多い人では冠動脈疾患の発症やそれによる死亡の危険度が低いことが明らかになっている

２）。これまでは高強度の運動、すなわちランニングやテニスといった 6Mets 以上の激しい

運動を行うことが必要であるといわれてきた。しかし、高強度の運動は、その人の体力や

運動の頻度などによっては、健康障害を引き起こす可能性があることが指摘されていた。

最近の研究によると、それほど激しい運動でなくても、歩行、ウォーキングなどの 3Mets

程度の運動をよく行っているグループの冠動脈疾患の発症の相対危険度が、特に日常的に

運動を行っていないグループより有意に低いことが明らかになっている３）。このことは、中

等度の運動であっても十分、冠動脈疾患の発症予防になるということを示している。 

このように身体活動は循環器疾患の予防、改善に有効であると考えられるが、その機序

については、以下のような生理学的、あるいは生化学的研究が進行中である。 

例えば身体活動・運動が冠動脈疾患の原因のひとつである動脈硬化の予防に有効である

メカニズムとして、運動が、糖代謝異常、脂質代謝異常、高血圧など、動脈硬化に関与し

ている個々の因子に対して改善効果を示すことが明らかになっている。また、近年、運動

が生体内の抗酸化能を高めることで、動脈硬化病変形成の主役となる酸化 LDL の生成に対

して抑制的な効果を示すことも確かめられている。更に、近年、動脈硬化発症と進展に対

する危険因子の集積、すなわち高血圧、上半身肥満、耐糖能異常、高脂血症（高中性脂肪

血症、低 HDL コレステロール血症）などの危険因子を同時に有する病態、いわゆる

metabolic syndrome といわれる病態の重要性が認識されてきている 4）。この metabolic 
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syndrome の上流には、内臓脂肪蓄積があり、これが重要な因子であることが指摘されてい

るが、身体活動・運動は、この内臓脂肪蓄積を抑制する最も有効な手段の一つと考えられ

ている。すなわち、身体活動・運動によって内臓脂肪蓄積を減少させることによって、

metabolic syndrome に伴う種々の危険因子を一括して改善させることが可能となると考え

られるのである。 

身体活動はこれらの循環器系疾患だけでなく、骨密度の維持・増加や高齢者の ADL の向

上、心理的ストレスの軽減等のメンタルヘルスに対しても大きな影響をもつことが明らか

になりつつある 5)。 

さらにまた、最近の脳科学は、身体活動によって脳の神経細胞が活性化あるいは新生さ

えすることを明らかにしている。例えば、動物実験では、運動が海馬の神経幹細胞からの

ニューロン新生を促進すること 6）、脳由来成長因子を増加させてシナプスの成長を促進する

こと 7)、ヒトでは、歩行などの運動の定期的な実施により高齢者やうつ病患者、パーキンソ

ン氏病患者等において脳の認知学習機能が向上すること 8，9)などが明らかにされ始めている。 

がんに対する身体活動の影響については、「世界がん研究基金と米国がん研究機関による

栄養とがんの関連のまとめ」（1997 年）によれば、身体活動は大腸がん、肺がん、あるいは

乳房がんの発症数と負の相関を示している 10)。 

また、最近の生命科学研究は、身体活動・運動がタンパク質の適正な合成分解に必要不

可欠なタンパク質であるαB クリスタリンなどのストレスタンパク質を増加させ、それが寿

命の延伸につながるという分子レベルのメカニズムをも明らかにしている 11，12)。 

このような効果を介して、身体活動・運動は人の QOL を向上させる有効な手段としてき

わめて重要な意義を持つことが全地球的に認識されつつある。 

20 世紀の日本は、欧米の科学合理主義、民主主義を取り入れ、日本古来の勤勉性と食生

活を基盤に、科学技術の振興を促し、少子高齢社会を迎えた。21 世紀に入り男女共同参画

が推進され、男女の別なく高学歴高寿命社会が実現しようとしている。今後もこの少子高

齢化の傾向は継続し、2050 年には日本の人口分布は、80 歳代高齢者の人口が 20 歳代成人

の 2 倍となることが予想されている。このような高齢社会型人口分布の中で、日本がこれ

までのように科学技術立国を基本とする文化国家として世界の中で先進的な役割を果たし

続けるためには、従来のように高齢者を単なる福祉や治療のサービス享受者として扱うの

ではなく、積極的に社会を担う人的資源として活用することが必要である。そのために心

身ともに活動的な高齢者を増やす最良の方策として、日常生活の中に身体運動を積極的に

取り入れた 21 世紀型ライフスタイルの構築が必要であろう。 

身体運動は、人間の自由意志による運動である随意運動を核として、あらゆる人間活動

を支えるものである。日常生活の中で「新しいことを自分の身体を動かして実際に行う」

機会を豊富に経験させることは、人間が人間らしく生きるための意欲を向上させ、同時に
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体力や健康を増進するという、極めて本質的かつ実用的な重要性を持っているのである。 

 

3 ．欧米における運動と健康に関する新たな視点  

特殊な運動・スポーツだけでなく、身体活動そのものが循環器疾患などの疾病予防に有

効であるという研究結果は、運動と健康に関する新たな視点を生み出した。例えば、1990

年のアメリカスポーツ医学会（ACSM）の勧告によると、推奨される運動は、ジョギング

や自転車、水泳、エアロビクスダンスなどの比較的高強度の有酸素運動を、週に 3 回から 5

回、1 回の持続時間は最低でも 20 分以上行わなければ健康維持・増進、あるいは疾病予防

効果はないというものであった。しかし、近年の身体活動・運動の疫学的研究の成果から、

従来のような高強度の運動を推奨するのではなく、健康増進と疾病予防を目的とするなら、

運動強度は低くても身体活動量の総量を増加させることが有効であるという視点に変わっ

てきている。1995 年には ACSM と疾病管理センター（CDC）が共同で勧告を行い、疾病

リスクの軽減を目的として仕事や余暇時間における日常の身体活動と運動を、中等度の強

度で、ほぼ毎日行うこと、また、その持続時間は 1 日に 30 分以上行う必要があるが、8 分

から 10 分程度の身体活動を断続的に行っても良く、1 日に合計で 30 分以上の運動をする

ことが有効である、というように変わってきている 13)。このような勧告は、主にアメリカ

人を対象として行われた研究結果に基づくものであり、日本人に対して適用できるのかは

明らかではない。 

一方、早くから高齢化が進んだヨーロッパの国々においては、1880 年代より健康づくり

を健康的な都市環境づくりとして政策を推し進めてきた。その結果、スポーツ・運動の社

会的基盤、すなわちミニゴルフなどの手軽なスポーツを行える公園広場、ジョギングやハ

イキングコース、体育館、スポーツ施設などが地域に定着し、人々が手軽に利用できる社

会的施設がよく整備されている。人々は、日常生活においても、自転車をよく利用し、週

末や休日にはハイキングをおこない、クアハウスやサウナに出かけるといった行動が一般

化している。個人の健康的な運動習慣の普及定着とともに、このような社会的施設の充実

などの環境へのアプローチもまた重要であり、わが国におけるデータの蓄積と対策の推進

が望まれる。 

このような中で、対策や政策の立案の基礎となる科学的根拠を提示する体力科学分野の

研究者の責務は重大である。これは、個々の研究者が達成できるものではない。関連学協

会による日本人や日本の社会環境についてのデータや研究に基づいた我が国独自の勧告や

指針の提案が急務である。 

 

4．我が国における身体活動・運動の現状と問題点  

米国に比較して我が国の国民の身体活動の現状を示す全国的な調査は少ない。かろうじ

て、毎年行われる国民栄養調査において、「歩数」と「運動習慣」が調べられている。平成

9 年の国民栄養調査では、男性は一日平均 8200 歩、女性は 7280 歩歩いているという調査
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結果が報告されている。50 歳代までは、年代により大きな相違はないが、60 歳代になると

歩数は減少し始め、70 歳以上になると急激に減少している。運動習慣者（１回 30 分以上の

運動を週２回以上実施し、１年以上持続している人）については、男性平均 28．6％、女性

24．6％となっており、運動習慣を有する人は、国民の約 4 人に一人という現状である。特

に働き盛りの 20 歳代から 50 歳代の人たちで運動を習慣的に行っている人の割合が低く、

また 20 歳代女性の運動習慣者の割合は 16．7％と最も低値を示し、仕事や子育てなどで運

動を習慣的に行う余裕がないことが窺われる。 

我が国では、運動による健康づくりは、1988 年より開始された国の健康づくり施策「アク

ティブ 80 へルスプラン」の中で、栄養・運動・休養の 3 本柱に組み込まれ、また、2000

年より開始された国民健康づくり運動「健康日本 21」でも、身体活動・運動が、5 つの生

活習慣のうちの一つとして組み込まれた 14)。 

「健康日本 21」の特徴の一つは、項目ごとに目標値を設定したことであり、また、リス

クの高い人にのみ働きかける high risk approach ばかりでなく、集団全体に対して働きか

けを行う population approach を組み合わせて目標を設定したことである。厚生労働省は身

体活動・運動分科会に身体活動・運動の目標値を作成させた 15,16）。まず、分科会は、どの

ような身体活動・運動をどの程度の強さでどのくらいの頻度で推奨したらよいか、なぜそ

の運動を推奨するのか、その効果はどの程度が予想されるか、その効果をどのように評価

するか、年齢、性などによりどう異なるか、など様々な問題について討議したが、これら

の検討に必要なわが国における集団、地域、国レベルでの疫学的な証拠が少なく、欧米の

研究を借りながら討議せざるを得ない状況であった。また目標値の設定にあたっては、国

民の身体活動・運動に関する現状を調べたベースラインデータに乏しく、国民栄養調査で

行われていた性・年代別の運動習慣者の割合と一日の歩数があるのみであった。これをも

とに目標値設定を試みざるを得なかったのである。そこで、2010 年までに国民の平均歩数

を 1日 1000 歩増加させるという目標値が設定された。また、運動習慣者の割合においても、

国民の平均値で男女それぞれ 10％増加させるという目標が設定された。しかしながら、そ

の科学的根拠は、日本人のデータに基づいた研究ではなく主に欧米の研究に基づいたもの

であり、生活習慣や人種などによる違いもあり、その妥当性や信頼性などについては、弱

いものといわざるを得ない。 

また、健康・体力についてのわが国独自の勧告や指針を打ち出すためには、日本人のデ

ータに基づいて、現状を把握することが重要である。疾病状況の把握のためのデータに比

して、健康度、特に体力・身体活動の状況を把握するための測定・評価法の標準化やデー

タ収集は十分でない。 

このような我が国の現状を踏まえると、日本人の体力、特に健康増進や疾病予防に関連

した体力、すなわち健康関連体力を正確に測定して現状を把握した上で、健康維持・増進

と疾病予防のための身体活動・運動に対する指針を作成することが必要と考えられる。 
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5 ．日本人のデータに基づく健康・体力の指標の問題点  

身体活動・運動が健康に良いことは経験的に知られており、その科学的証拠が集積され

始めたのは、欧米を中心とした先進諸国の高齢化にともなった 20 世紀後半あたりからであ

った。その頃より、我が国も同様に高齢者を中心とした健康と運動に関する証拠が蓄積さ

れはじめた。また、フィールドでの簡易的評価法に関する研究も盛んに行われてきている。

しかしながら、それらの多くは散発的な研究であり、また、様々な機能に関する各年齢の

平均値を求めてはいるが、それらと健康や疾病予防あるいは生活機能との関係が不明確な

ものが多く、さらには研究対象者数が少なく、その平均値を一般化し、標準化するにはさ

らに検討を要するものが多い。 

表１に、比較的幅の広い年齢層を網羅している身体活動・体力に関する指標について、

入手できる範囲でまとめた。身体機能については、比較的多くのデータがすでに存在する

ことが分かる。とくに、文部省（現、文部科学省）が、昭和３９年以来実施している体力

テストは、継続的に実施されており、国民の体力レベルを把握するのに極めて有用と考え

られる。しかし、このテストは、10～11 歳児童のための「小学校スポーツテスト」、12～29

歳までの一般人のための「スポーツテスト」、30～60 歳を対象とした「壮年体力テスト」に

分かれており、それぞれが異なる種目を用いているため、同一の体力指標に関する年齢比

較が困難であること、同一人の体力の経年変化をライフスパンにわたって追跡することが

困難であること、10 歳未満の子供や 61 歳以上の高齢者についてはテスト自体がないという

難点があった。そこで文部科学省はスポーツ医・科学の進歩、高齢化の進展などを考慮し、

平成８年度より調査研究を行い、平成１０年に「新体力テスト」として、全国的な試行を

行い、現在では定着している。 

新体力テストの内容は、各年齢層共通のテスト項目として「握力」「上体起こし」「長

座体前屈」を設定し、健康関連体力および基礎運動能力を重視する視点から、年代ごとに

テスト項目を定めている。高齢者（６５歳から７９歳対象）については、 ①ＡＤＬ、②握

力 、③上体起こし、④長座体前屈、⑤開眼片足立ち、⑥ 10ｍ障害物歩行 、⑦６分間歩行 を

テスト項目としている。健康や体力に関する意識が高い高齢者では、体力水準も高い。 

本テストは、全国レベルで国民を対象とし、表２に見られるように、小学校、中学校な

ど若年層ではとくに実施率が高い。また、高齢者までカバーしている点で、日本人のデー

タとして、専門領域や省庁の枠をこえて活用する価値は高いと考えられる。 

健康日本２１においても科学的根拠が求められている。国民が地域に生活していること

を考慮すると、地域ベースで用いることを可能とする科学的に実証されたデータベースや

ガイドライン、そして運動プログラムの構築が急務と考えられる。地域ベースで利用する

ためには、単に年齢の標準値的データのみではなく、生活習慣病の予防、および高い QOL

を生涯にわたって保つことに焦点をあてたデータベースが重要であろう。さらに、これら

のデータベースでは、性別、年齢別（とくに高齢者については前期及び後期高齢者別）、生

活習慣別、生活ニーズ別、住居環境別などによる比較が可能であることが求められる。 
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今後、「日本人のデータに基づく健康・体力の指標」について、何が現在集積されており、

何が不足しているかを明らかにし、データベース構築の優先度を明らかにすべきである。

以下に、「日本人のデータに基づく健康・体力の指標」を調査する上で考慮すべき項目を列

挙した。 

１）健康と疾病に対する運動の効果という観点から 

① 心・血管疾患   

② 糖尿病・肥満   

③ 変形性関節症    

④ 骨粗鬆症 

⑤ 悪性新生物（癌など） 

⑥ 免疫（防衛体力） 

⑦ 転倒による傷害       

⑧ 精神衛生・QOL 

⑨ 腰痛、肩こり、など 

⑩ 医療費 

２）健康・生活機能という観点に対する機能面から  

① 身体活動量 

② 体組成 

③ 全身持久力  

④ 筋量・筋力・筋パワー   

⑤ 筋持久力  

⑥ 歩行能力・（筋力・筋量） 

⑦ 性差 

⑧ 年齢 

 また、このような指標を用いたプログラム展開にかかわるものついても、ベースとなる

ものについては、指標の標準化と同時に考慮していくべきであろう。例えば、 

３)健康・生活機能を増進する運動プログラムにかかわる事項 

① 基本的メディカルチェック  

② 持久系運動プログラム 

③ 筋力系運動プログラム  

④ 減量プログラム  

⑤ 施設での運動プログラム   

⑥ 家庭での運動プログラム   

⑦ 運動継続中止による身体的影響 

⑧ 運動継続中止に陥る要因（心理的及び社会的）   

⑨ 運動の安全基準  
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⑩ 有効な栄養・水分摂取  

などが考えられる。 

今後、関係者による合意形成をはかり、「日本人のデータに基づく健康・体力の指標・評

価法の標準化」について取り組んでいくことが関連学協会の重要な課題と考えられる。 

 

6 ．第 18 期体力科学研究連絡委員会からの提言  

 第 17 期研究連絡委員会は、その対外報告「21 世紀における体力科学の将来展望」におい

ていくつかの重要な提言を行っている。その中の一つとして「体力科学に関する研究の促

進、特に日本人についての多数例を対象とした大規模前向き研究の推進とそれらの研究成

果から得られたエビデンスの集積」が強調されている。それから 3 年が経過し、関連する

分野においていくつかの身体活動・体力と健康に関する前向き研究が開始されつつあるが、

その状況は未だに十分とは言えない。本第 18 期委員会は、第 17 期委員会報告を踏まえて、 

関連学協会が、日本人のデータに基づく健康・体力の指標・評価法の標準化について取り

組むことを提案する。また、日本体力医学会、日本体育学会、日本臨床スポーツ医学会な

どの関連学協会の共同作業として、小・中学生、高校生、大学生、勤労者、高齢者などの

あらゆるライフステージを対象とし、新体力テストを中核として、各研究者の独自のテー

マも含めた大規模前向き研究を発足させることを提案する。さらに、今日得られつつある

わが国におけるエビデンスを基に、関連学協会が一致協力して、健康増進・疾病予防の観

点から、いかなる身体活動・運動をどのように日常生活に取り入れたらよいか、そしてそ

のような身体活動･運動により、どのような健康関連体力を増進したらよいのか、に関する

日本人のための推奨や指針の作成を進めていくことを提案する。 
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